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研究者 の部 門間 ローテー シ ョン

慶應義塾大学 石川 淳

1.は じ め に

門 間 ロー テ ー シ ョ ンの パ ター ンに影 響 を与 え るの

か を 明 らか に した い。

 日本企業が今後 とも国際的競争力を維持 してい

くたあには， 自前の技術を育ててい くことが大 き

な課題 となる。 日本企業の多 くは，これまで自前

の技術を育てることがあまり得意でな く技術導入

型であったため(松 井，1994)， 欧米企業から 「技

術ただ乗 り」の批判や特許攻勢を受けているので

ある。

 自前の技術を開発するたあには，研究開発部門

の中でも研究部門が特に重要となる。そして研究

部門のアウ トプット向上のたあには，研究者に合

わせた人的資源管理を考えていく必要がある。こ

れまで日本企業では，人的資源管理を考える際に

は，研究部門と開発部門を合わせて研究開発部門

として まとあて考えられて きた。 しか し現実に

は，研究部門と開発部門では求あられる人的資源

管理は違 うと考えられる(伊 藤，1992； 関本&高

木，1976)。 従って，今後 日本企業が研究部門の

アウトプットによって強みを発揮 していくために

は，研究部門独自の人的資源管理を確立 してい く

必要がある。

 日本企業の人的資源管理の特徴の一つ として

ローテーションがあげられ る。 日本企業 におい

て，頻繁でシステマティックな部門間の人材移動

が行われていることが指摘されている (Kagono

et al.，1985；Pucik，1984；Sakakibara et al.，

1993)。 これについては研究者の人的資源管理に

おいても例外ではな く，研究者に対 して も会社主

導のローテーションが適用されている(Lynn et

al.，1993；McCormick，1995)0

 これまで研究者の部門間ローテーションがどの

ようなパターンで行われているのかについての研

究はいくつかみ られるものの，そのパ ターンがど

のような要因の影響を受けるのかにっいての研究

はほとんど行われてきていない。本稿では，研究

部門の研究者に焦点を絞 り，どのような要因が部

2.フ レ ー ム ワ ー ク の 構 築

 (1)研究者のローテーションのパターン

 日本の研究者の部門間ローテーションがどのよ

うなパターンで行われているかにっいては，これ

までい くつか の研 究 が行わ れて い る。Davis

(1995)は 日・米 ・英 ・独4力 国の国際比較から，

日本企業の研究部門では，年齢が高 くなるに従っ

て業績が上が らない研究者は他部門へ移動 してい

くというパターンがあることを推論 している。

 これについて石川(1995)も ， 日本の製薬企業

の研究部門をマネジメントしている管理者に対す

るインタビューか ら，研究者の移動のパ ターン

は，研究から開発，生産へ至 るプロセスの中で川

上から川下への一方向の移動パターンであり，特

に中高年以降の研究者については，最新の技術進

歩にキャッチアップできな くなった研究者が，研

究部門以外の部門へ移動 してい くパター ンが多い

こと「を指摘 している。 さらに Sakakibara &

Westney(1985)も ， 日本のエレクトロニクス企

業の研究者に対するイ ンタビュー調査か ら，研究

者の多 くは入社か ら最初の5～7年 を研究部門で

過ごし，その後開発部門や製品事業部へ移動 して

ゆき，その後ラインの管理者として昇進 していく

という，川上か ら川下への一方向の移動パ ターン

を歩んでいると述べている。

 これに対 して雇用職業総合研究所(1989)は ，

日本の加工組立産業および装置産業に所属する研

究開発者の職歴に関する質問紙調査の結果から，

加工組立産業 と装置産業で は研究者のローテー

ションのパ ターンが違 うことを指摘 している。加

工組立産業では，研究部門から開発や生産部門へ

の川下方向への移動だけでなく，開発や生産部門

から研究部門へ といった川上方向への移動 もかな

り存在するが，装置産業では，川下方向への移動
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はか な りあ る もの の ， 川 上 方 向 へ の 移 動 は非常 に

少 な い こ とを 明 らか に して い る。

 しか しKusunoki&Numagami(1996)は ， 日

本 の 大 手 総 合 化 学 企 業1社 の 人 事 デ ー タの 分 析

か ら， 研 究 者 の ロー テ ー シ ョ ンは 開発 部 門 が 中心

で あ り， 研 究 部 門 と開 発 部 門 の移 動 の パ ター ンは

双 方 向 で あ る こ と を指 摘 して い る。 ま た， 学 歴 に

か か わ らず 昇 進 ス ピー ドが 速 い研 究 者 ほ ど多 くの

移 動 を 経 験 して い る こ とか ら， 業 績 が 高 い研 究 者

ほ ど よ く移 動 を経 験 して い る と指 摘 して い る。 今

田&平 田(1995)も ， 日本 の 大 手 鉄 鋼 企 業1社 の

人 事 デ ー タの分 析 か ら， 研 究 部 門 と開発 部 門 で は

双 方 向 の移 動 パ ター ンが あ る こ とを示 して い る。

 Kusunoki&Numagami(1996)は 化 学 企 業 の

研 究 者 の ロー テ ー シ ョ ンが 双 方 向 で あ る と指 摘 し

て い る の に対 して， 雇 用 職 業 総 合 研 究 所(1989)

は化 学 産 業 に お い て 川 上 方 向 へ の 研 究 者 の ロ ー

テ ー シ ョ ンは非 常 に少 な い と指 摘 して お り， 両 者

の 結 論 は 矛 盾 し て い る。 し か し石 川(1995)と

Kusunoki&Numagami(1996)の 結 論 を 考 え あ

わ せ る と， 同 じ化 学 産 業 で あ って も， 製 薬 企 業 と

総 合 化 学 企 業 で は ロー テ ー シ ョンの パ ター ンが違

うと考 え られ る。 この点 に つ い て雇 用 職 業 総 合 研

究 所(1989)は ， 製 薬 企 業 と総 合 化 学 企 業 を 区 別

して 扱 って い な い。 従 って総 合 化 学 企 業 の研 究 者

の ロ ー テ ー シ ョ ンのパ タ ー ンと い う点 にお い て は

Kusunoki&Numagami(1996)の 結 果 の方 が 信

頼 性 が 高 い と いえ る。

 以 上 み て きた とお り， これ まで の研 究 か ら， 研

究 者 の部 門 間 ロー テ ー シ ョン は川 上 か ら川 下 へ の

一 方 向 とい うパ ター ン と
， 川 上 と川 下 の双 方 向 と

い うパ ター ンが み られ る こ とが わ か った。

 (2)部 門 間 ロー テ ー シ ョンの 目的

 企 業 は研 究 者 の ロ ー テ ー シ ョ ンを どの よ うな 目

的 の た め に 行 って い るの で あ ろ うか 。 一 般 に企 業

が ロー テ ー シ ョンを行 う 目的 と して は， 高 原 状 態

の従 業 員(career plateauees)の モ チ ベ ー シ ョ

ン ・ア ップ(Ference et al.，1977；Feldman ，

1988；Near，1985；Stout et a1.，1988)， 自己満 足

化(stabilization)か ら く る 弊 害 の 除 去(Katz，

1982)， 日本 的 雇 用 慣 行 の維 持 (Hatvany &

Pucik，1981)， マ ネ ー ジ ャ ー と して の スキ ル ・

ア ッ プ(Foreman，1967；Phillips，1986；Quartly，

1973；Saari et a1.，1988；Zeira，1974)， 部 門 間 統

合(cross-functional integration)の 達 成 な どが

あ げ られ る。

 この うち ロー テ ー シ ョ ンが部 門 間統 合 を促 進 す

る と い う点 につ い て は， これ ま で多 くの指 摘 が な

さ れ て い る。 例 え ばVasconcellos(1994)は ， ブ

ラ ジ ル企 業61社 のR&Dお よ び製 造 の マ ネ ー

ジ ャ ーを 対 象 と した質 問 紙 調 査 に よ り，R&Dと

製 造 の 間 の テ ク ノ ロ ジ ー ・トラ ンス フ ァー の最 大

の バ リア は， 効 果 的 な コ ミュニ ケ ー シ ョ ン不 足 で

あ る こ とを示 した。 そ して そ の解 決 方 法 の一 っ と

して ロー テ ー シ ョ ンが有 効 で あ る こ とを指 摘 して

い る。 ま た，Lynn et a1.(1993)は ， 日本 の企 業 に

お いて 技 術 者 の ロー テ ー シ ョ ンが 行 わ れ る こ とに

よ り， 社 内 他 部 門 と の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンが 盛 ん

に な り， 結 果 的 に技 術 者 の 社 内 にお け る人 的 ネ ッ

トワ ー クを 拡 げ るの に役 立 って い る こ とを 指 摘 し

て い る。 さ らに，Kusunoki&Numagami(1996)

や，Louis(1980)， Ostroff&Kozlowski(1992)

は， ロー テ ー シ ョンを行 う こ とに よ り， 部 門 間 の

知 識 共 有 が進 む こ とを主 張 して い る。

 こ こ で 部 門 間 統 合 ， 部 門 間 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ

ン， 部 門 間 知 識 共 有 と部 門 間 ロー テ ー シ ョ ンの 関

係 を示 して お く。 部 門 間統 合 と は，Lawrence&

Lorsch(1967)の 定 義 に よ れ ば ， 「環 境 の要 求 に

よ って ， 活 動 の 統 一 を 求 め られ る諸 部 門 の間 に存

在 す る協働 状 態 の質 」 で あ る。 諸 部 門 間 の コ ミュ

ニ ケ ー シ ョンが密 接 に行 わ れ れ れ ば
， この 「諸 部

門 間 に存 在 す る'協働 状 態 の質 」 は上 が りや す い。

ま た， 諸 部 門 間 で高 度 な部 門 間共 有 が な され る こ

と も， この 「協 働 状 態 の質 」 の 向上 に対 して プ ラ

ス の 要 因 と して 働 く。 つ ま り，部 門 間 コ ミュ ニ

ケ ー シ ョ ンや 部 門 間 知 識 共 有 は， 部 門 間 統 合 を促

進 す る要 因 と して 働 くと考 え られ る。

 また 部 門 間 の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンと知 識 共 有 の

間 に は双 方 向 の 因 果 関 係 が 存 在 す る と考 え られ

る。 知 識 の共 有 度 が 高 け れ ば コ ミュニ ケ ー シ ョ ン

が と りや す い(Rogers&Shoemaker，1971)で あ

ろ う し， コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンが盛 ん で あ れ ば知 識

の共 有 度 も高 ま る と考 え れ る の で あ る。
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部 門 間 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

趣 ンヨシ一テ「口間門β L 部門間統合

部門間知識共有

図1部 門間 ローテ ーシ ョンと部門間 コ ミュニケーシ ョン，部門間知識共有，部門間統合の関係

 そ して， 部 門 間 コ ミュニ ケ ー シ ョ ンや部 門 間知

識 共 有 を促 進 す るの が部 門 間 ロー テ ー シ ョ ンで あ

る。 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンや知 識 共 有 を促 進 す る手

段 は い ろ い ろ あ るが ， 人 材 の移 動 は最 も効 果 的 な

手 段 の一 っ で あ る。 従 って部 門 間 ロー テ ー シ ョ ン

は， 図1に 示 す とお り， 部 門 間 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ

ンと部 門 間 知 識 共 有 を つ う じて 部 門 間 統 合 を促 進

す る と考 え られ る。

 (3)部 門間 ローテーションの逆機能

 研究者の部門間ローテーションを行うことによ

り部門間統合が促進する。 しか し，部門間ロー

テーションを行 うことによるマイナスもある。研

究者の場合最 も重要なマイナス要因は専門性の阻

害である。研究部門は，開発など他の部門と比べ

て深い専門性を必要 とされる (Allen， et. al.，

1979； 関本&高 木，1976)。 従 って他部門から研

究部門に移動する研究者は，深い専門性を身につ

けなければならない。 もともと研究部門出身者で

あるとか，大学においてその領域を専門的に研究

していたなど，専門性をある程度身につけている

研究者であって も，他部門を経験 している間はそ

の専門領域 からは遠 ざか っていたわけであるか

ら，その間に進んだ技術進歩の流れにキッチアッ

プしなければな らない。

 技術進歩が非常 に速い領域においては，一度専

門領域 を離 れて しま った研究者が最新技術 に

キャッチアップするのは非常 に難 しいたあ，専門

性の阻害が大 きな問題 となる。

 この他に，その企業にとって研究部門の重要性

が高い場合にも専門性の阻害が問題 となる。っま

りその企業の新製品の付加価値を最 も高あるイノ

ベーションが研究部門で起 こる場合には，専門性

の阻害が大 きな問題 となる。企業のイノベーショ

ンは， そ れ ま で の要 素 技 術 を融 合 す る こ とに よ り

比 較 的短 期 間 の新 製 品開 発 ・生 産 に結 び つ け て い

くイ ン ク リメ ン タル な イ ノベ ー シ ョ ン と， 新 た な

技 術 の発 見 ・発 明 を新 製 品 開 発 に結 び つ け て い く

ブ レー ク ス ル ー 的 な イ ノ ベ ー シ ョ ンに 分 か れ る

(伊 藤，1992； 児 玉 ，1991)。 イ ンク リメ ン タル な

イ ノ ベ ー シ ョ ンの た め に は， 研 究 部 門 か ら開 発 ，

生 産 な ど他 の部 門 と強 い連 携 や オ ーバ ー ラ ップが

有 効 で あ り， そ の たあ に は部 門 間 統 合 が 重 要 と な

る(Clark&Fujimoto，1991；Nonaka&Takeu-

chi，1995)。 これ に対 して ブ レー ク ス ル ー的 な イ

ノベ ー シ ョ ンは，新 た な 要 素 技 術 の 開 発 に基 づ く

もの で あ り， 最 も付 加 価 値 を 高 あ る イ ノベ ー シ ョ

ン は研 究 部 門 内 で起 こ る と考 え られ る。 そ の 際 に

研 究 者 に求 め られ る もの は， 他 部 門 との 知 識 共 有

よ りは専 門領 域 に お け る深 い専 門性 で あ る。 従 っ

て企 業 が ブ レー クス ル ー 的 な イ ノベ ー シ ョンを志

向 し， そ の た あ に研 究 部 門 を イ ノベ ー シ ョンの 中

心 的 な源 泉 と して重 視 して い る場 合 に は， 研 究 者

の専 門 性 の阻 害 は大 き な 問題 とな る。

 (4)研 究のフレームワーク

 これま で述べてきたとおり，研究者の部門間

ローテーションは，部門間コミュニケーションや

部門間知識共有に対 してはプラスの影響，研究者

の専門性 に対 して はマイナスの影響 を与え る。

従 って，部門間統合に対する必要性が高 い企業

は，部門間のコミュニケーションや知識共有を重

視 しており，それ らを促進するたあに研究者の

ローテーションを双方向に行 うであろう。 これに

対 して研究領域の技術的進歩の速度が速 い企業や

イノベーションの源泉 として研究部門を重視 して

いる企業は，研究者の専門性を重視する。そして

それらの企業においては，業績が上がらない研究
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技術進歩の速さ

専諜 搬 要性⇒
 部 門間
ローアーン ヨン

一◇

   1⊂璽

部門間 コミュニ ケー

 ションの必要性

部門間統合
の重要性

(唾 部尸旦の覲 度
                  門間知識共有                  

の必要性

図2 部門間ローテーションに影響を与える要因

者や最新技術にキャッチアップできなくなった研

究者を他部門へ移動 させるという川上から川下へ

の一方向のローテーションを行 うことはあって

も，研究者の専門性を損 なう川下か ら川上への

ローテーションは行わないであろう。以上を図に

したものが図2で ある。

 中に 「+」 の印が示されている太い矢印は，部

門間コミュニケーションの必要性 と部門間知識共

有の必要性が研究者の部門間ローテーションの実

施にプラスの要因として働いていることを示 して

お り，中に 「一」の印が示 されている太い矢印は，

研究者の専門性深化 の必要性が部門間ローテー

ションの実施に対 してマイナスの要因として働い

ていることを示 している。また，左側の2本 の細

い矢印は，技術進歩の速度が速 い場合や，イノ

ベーションの中心的な源泉として研究部門を重視

する度合いが高い場合には，研究者の専門性深化

の必要性が高まることを示 している。右側の2本

の細 い矢印は，部門間統合の重要性の度合いが高

い場合には，部門のコミュニケーションや知識共

有に対する必要性が高まることを示 している。本

稿では，図2を 研究のフレームワークとして研究

者の部門間 ローテーションのパター ンを検討す

る。

3.研 究の方法

 本 稿 で は， 研 究 者 の部 門 間 ロー テ ー シ ョ ンのパ

ター ンと そ の影 響 要 因 を検 討 す る た め に， 製 薬 企

業 と化 学 企 業 の比 較 を行 う。 製 薬 企 業 と化 学 企 業

は 同 じ装 置 産 業 で あ るが ， 石 川(1995)に よ る と

製 薬 企 業 にお け る ロ ー テ ー シ ョ ンは一 方 向 で あ る

が ，Kusunoki&Numagami(1996)に よ る と化

学 企 業 にお け る ロ ー テ ー シ ョ ンは双 方 向 で あ る。

同 じ装 置 産 業 で 非 常 に似 て い る と考 え られ て い る

2っ の業 種 を比 較 す る こ とに よ り， 相 違 点 を 際 だ

た せ る こ とが で き， この 相違 点 が ロー テ ー シ ョン

の パ ター ンに どの よ うに影 響 を与 え て い るの か を

検 討 す る こ とが で き るの で あ る。

4.仮 説 の構築

 製薬企業 と化学企業を比較すると，製薬企業の

方が部門間統合の必要性が低いと考えられる。製

薬企業の開発プロセスを大まかに述べると，多数

の新 しい化学物質をつ くる 「新規物質の創製」，各

化学物質の性状 ・構造を調べる 「物理化学的性状

の研究」，簡単な動物実験で有効な ものをふるい

分ける「スクリーニング」，安全性や薬効を動物実

験によって本格的に調べる 「前臨床試験」といっ

た研究プロセスと，人体による治験である 「臨床

試験」を行 う開発 プロセ スに分 かれ る(東 ，

1989)。 それぞれのプロセスの中のオーバーラッ

プは起こりうる。例えば 「前臨床試験」プロセス

中の毒性研究と薬理研究がオーバーラップして行

われることはある。 しか し上記に示 した各プロセ

スについては，通常 はこの順序でオーバーラップ

なしで進んでいく。「前臨床試験」を終えていない

物質について 「臨床試験」を行 うことはできない

し，「前臨床試験」が行われるのは，「スクリーニ

ング」によりふるい分 けられた物質なのである。

従 って部門を越えた統合 は，化学製品の研究開発

プロセスに比べて必要性が低いと考えられる。

仮説1： 製薬企業の方が化学企業より部門間統

    合に対する必要性が低い

 製薬企業の新製品の中には，既存物質に新薬効

が追加されただけのものもあるが，ほとんどは新

規物質である0従 って，外国企業か ら技術導入す

る場合をのぞいて，自社の研究部門で新規物質を

生み出さなければ，新薬の開発を行 うことがで き
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ない。 これに対 して化学企業の新製品の中には，

新規物質の創出によるものも含まれるが，その他

に原料転換，製法転換，新市場の創出など多様な

形態を通 じて生み出される(山 本，1990)。 これ

らのことから次のことがいえる。

仮説2： 製薬企業の方が，化学企業に比べて研

    究部門の重要性が高い

 化学企業に比べて部門間統合の必要性が低 く研

究部門の重要性が高い製薬企業においては，研究

者 は部門間のコミュニケーションや知識共有より

も専門的能力に対する必要性が高 く，部門間の

ローテーションは川上か ら川下への一方向 とな

る。 これに対 して化学企業においては部門間統合

の重要性が高 く，部門間のコミュニケーションや

知識共有の必要性が高い。このため研究者のロー

テーションは双方向であると考え られる。

仮説3： 製薬企業においては，研究者の移動パ

    ターンは川上か ら川下への一方向であ

    るが，化学企業においては，川上と川

    下双方向の移動パ ターンがみられる。

し鉄鋼企業1社 か ら収集されたデータも参考に

する。今田&平 田(1995)に おいて鉄鋼企業の研

究者のローテーションのパ ターンは，Kusunoki

&Numagami(1996)に おける化学企業の研究者

と同じようなパターンを示 していた。今回の調査

では化学企業は1社 に対 して しかデータの収集

を行えなかったたあ，それを補完する意味で鉄鋼

企業のデータを参考にする。質問紙調査の概要に

ついては以下のとおりである。

 調査対象：日本の中堅および大手製薬企業5社

      と大手化学企業1社 ，および大手鉄

      鋼企業1社 の研究者

 調査期間：1994年8～9月

 回収方法：各企業の人事担当者もしくは研究管

      理者に調査票の配布と回収を依頼 し

      た。研究開発のうち研究に焦点を合

      わせるため，なるべ く基礎よりの研

      究所で働 く研究者に配布するよう依

      頼 した。なお回収の際には匿名性を

      確保するため，封筒を一緒に配布 し

      てもらい，封筒に密封 して回収する

      よう依頼 した。人事担当者 もしくは

      研究管理者を通 じて配布 と回収が行

5.分 析 表1調 査票回収状況

 (1)調 査の方法

 日本の企業10社 の研究者に対 して行 った質問

紙調査のうち，製薬企業5社 および化学企業1社

か ら収集されたデータを中心に分析を行 う。ただ

                 表2

製薬企業
化学企業

鉄鋼企業
合 計

配布数

660

100

50

810

.糧 ⊥ 有効回収率(%)
478

94

45

617

72.4

94.0

90.0

76.2

業種別所属部門別サンプル数

製薬企業

化学企業
鉄鋼企業

F一人.

合 計

32?

57

38

422

部 門(1) 開発部門②
      一一一一『

そ の 他 の 部 門(3)一 一一一
割合(%) 人数 割合(%)

一一一一一 一劃 割合
  62   1   13

  10   1   10

  1   1   2
   ・一一一 一

68.4

60.6

84.4

89

27

6
 .-. }匿 一

18.6

28.7

13.3

68.4
   ..一一

122

.

  19.8   73   1   11
.「-一 一 一 一一

2.2

(1)：現 在 「基礎研究部門」 と 「応用研究部門」 に所属 してい る研究者 を研究部 門に所属 してい る研 究者 と見な し

  た.

(2)：現 在 「製品開発部門」 と 「設計部門」 に所属 して いる研究者を開発部門 に所属 してい る研究者 と見 な した.

(3)：現 在 「生産 技術 部門」，「営業 部 門」， 「その他事 業部 門」，「事業 部 の研 究開 発部 門」， 「研究開 発管理 部 門」，

  「その他の管理部門」，「関連会社」， 「その他 の部 門」 に所属 してい る研究 者をま とめてその他 の部門に所属 し

  て いる研究者 と見 な した.
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      われたため，回収率が高 くなったと

      考えられる(表1参 照)。

 所属部門別

 のサンプル数：サンプルとなった研究者が現在

        所属 している部門は表2の とお

        り

 上記質問紙調査の分析による解釈を補完するた

めに，適宜外部データも使用 した。

 (2)分 析結果

 ①仮説1の 検証

 研究者を活性化 し，研究成果をあげるたあに

「社内他部門 との交流」がどの程度重要 と感 じて

いるかについて業種別に比較 したものが表3で

ある。表中の数字は1点(全 く重要でない)か ら

5点(非 常に重要である)ま での5点 尺度で回答

してもらった結果である。また，製薬企業 と化学

企業，鉄鋼企業の間に有意な差があるかどうかを

確かあるたあにt値 検定を行 った結果が表4で あ

る。なお，本稿では研究開発のうち研究部門の研

究者 に焦点を合わせているたあ，表3，4と もサ

ンプルを現在研究部門 に所属 している研究者に

限って分析を行 った。

 表3お よび表4か ら，化学企業や鉄鋼企業に比

べると製薬企業の研究者は，社内他部門との交流

が研究成果をあげるために重要であると考えてい

る度合いが低いことがわかる。社内他部門との交

流が研究成果にプラスに影響を与えるのは，部門

間のコミュニケーションや知識共有の促進を通 じ

表3社 内他部門との交流の重要性

譲圜
標準偏差

0.69

0.ss

o.s7

劃
表4 表3の 結果 にっ いてのt値 検定

韃1巍翻 翻嚠
*p<0 .05 **p<0.01

部門間統合を促進することによってであると考え

られる。従 って社内他部門との交流に対する重要

性を部門間統合に対する重要性の代理指標 と見な

せば，製薬企業の研究者は，部門間統合の促進が

研究成果向上にとって重要であると考えている度

合いが低いことになる。

 次にそれぞれの研究者が所属する研究所におい

て，「研究開発 と製品化が密接に関連 している」よ

うな管理施策および 「市場や顧客の情報が頻繁に

研究開発に伝えられる」ような管理施策が行われ

ているかどうかにっいて比較を行った。それぞれ

の管理施策の実施状況にっいて，1点(全 く行わ

れていない)か ら5点(徹 底 している)ま での5

点尺度で回答 してもらった結果が表5で あり，業

種ごとにt値 検定を行った結果が表6で ある。表

5，6に ついて も表3，4と 同様サ ンプルを現在研

究部門に所属 している研究者に限って分析を行 っ

た。

 表5，6か らわかるとおり，「研究開発 と製品化

が密接に関連 している」ような管理施策について

も 「市場や顧客の情報が頻繁に研究開発に伝えら

れる」ような管理施策にっいても，化学企業や鉄

鋼企業に比べ製薬企業において実施率が低い。研

究開発と製品化を密接に関連させたり，市場情報

を頻繁に研究開発に伝達するという管理施策は，

部門間のコミュニケーションや知識共有を促進す

ることにより部門間統合を促進させることを意図

した施策である。っまり，化学企業や鉄鋼企業と

比べると製薬企業においては，部門間統合を促進

するための施策が積極的に行われている度合いが

低い。

 製薬企業の研究者 は，化学企業や鉄鋼企業の研

究者に比べると，研究成果の向上にとって部門間

統合が重要であると考えている度合いが低い。ま

た実際に行われている管理施策についても，製薬

企業では部門間統合を促進する施策の実施度合い

が低い。 これ らのことを考えると，仮説1「 製薬

企業の方が化学企業より部門間統合に対する必要

性が低い」は肯定されたといえる。

 ②仮説2の 検証

 開発部門より研究部門の方を重視 していれば，

優秀な研究者をより研究部門に配置するはずであ
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表5 部門間統合を促進する管理施策の実施状況

IIE轟
製品化と密接に関連

実 施 状 況

 3.27

 3.68

 3.65

-
」

標準偏差

i     顧客情報の伝達

[靆 麺」1標 鞠差
人数

製薬企業

化学企業
鉄鋼企業

0.97

0.89

0.99

2.55

2.86

3.03

0.92

0.81

1.08

327

57

38

表6 表5の 結果 にっ いて のt値 検定
           ロ

_L7謬 イ 関連     

韃鑿 絳⊥■：響*
寸

df

382

363

 93

顧客情報の伝達

値 df

.381*

.964**

.859

   一一

382

363

93

*p<0 .05 **p<0.01

る。 ここでは，入社 して最初に研究部門に配属 さ

れた研究者 と開発部門に配属 された研究者の学歴

の違いを一つの指標 とする。通常 日本の企業の場

合，社内において学歴差 による仕事の分担や処

遇，研究成果の違いはあまりみられない(石 田，

1996)。 しか し新 たに新入社員を採用する際に

は，学歴による違い，特に大学院卒か学部卒かの

違いは，能力判定の一っの基準 となるし，少なく

とも採用担当者 はそ う考 えているはずである。

従って，研究部門を重視 しているのであれば，開

発部門よりも研究部門により高学歴の研究者を配

属するはずである。

 最初に研究部門に配属された研究者と開発部門

に配属された研究者の学歴を比較 したものが表7

である。研究部門に配属 された大学院卒の割合は

製薬企業が最 も低い。 しか し，大学院卒 と学部卒

の割合 は，その企業の規模やネームバ リ3 に

よっても変わる。規模やネームバ リューのある会

表7部 門別新規配属者の学歴比較

大学院卒 割合(%) 学部卒 害
一一

研 製薬企業 249 80.8 59

究
部 化学企業 50 82.0 11

門 鉄鋼企業 28 87.5 4

開 製薬企業 49 69.0 22

発
部 化学企業 16 84.2 3

』ヨ
鉄鋼企業  一一 6 85.7 1

割 合(%)

 19.2

 18.0

 12.5

31.0

15.8

14.3

社 は，それだけ高学歴の研究者を採用するチャン

スが高いと考えられるからである。

 そこで業種 ごとに，研究部門に配属 された研究

者 と開発部門に配属 された研究者で学歴差がある

かどうかを検討する。製薬企業の場合，研究部門

に配属 され る研究者の8割 が大学院卒 であるの

に対 し，開発に配属される研究者のうち大学院卒

は7割 弱と低い。これに対 して化学企業や鉄鋼企

業の場合，大学院卒の割合は，研究部門に配属す

る研究者 も開発部門に配属する研究者 もあまり変

わ らない。ちなみに製薬企業の場合研究部門 と開

発部に配属された研究者で有意な学歴差があるか

どうかxz検 定 を行 った ところ， x2=4.8053と

5%水 準で有意な差がみられたが，化学企業と鉄

鋼企業の場合には有意な差がみ られなかった。っ

まり製薬企業においては，開発部門よりも研究部

門により高学歴の研究者を配属 しているのに対 し

て，化学企業と鉄鋼企業においては，研究部門と

開発部門に配属 される研究者の学歴に大きな違い

はない。

 配属 される部門が研究部門か開発部門かは学生

時代の専攻にもよるので，必ずしも学歴によって

だけで配属が決定されるのではない。 しかし，製

薬企業にだけ研究部門と開発部門の間に有意な学

歴差がみ られたということは，製薬企業におい

て，優秀な研究者を研究部門に配属 したいという

意図がみられることを示 していると考えられる。
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表8 業種，性格別研究費の構成比(1987年 度)

業種

製薬企業

化学企業
鉄鋼企業

基闘 究(%)1卿 噬 嚠

17.830.7

8.531.1

7.825.9

資料：総務庁 「科学技術研究調査報告」

開 発 研 究

 51.5

 60.3

 66.4

劉

 次に研究費が基礎研究，応用研究，開発研究に

どのような割合で配分されているかを検討する。

研究費の配分割合は，その企業がどの研究を最も

重視 しているかについての一つの指標と考えられ

るからである。表8は ，総務庁の 「科学技術研究

調査報告」によって示 された，基礎研究，応用研

究， 開発研究それぞれに対する研究費の1987年

度の配分割合である。製薬企業の基礎研究に対す

る配分割合は，化学企業や鉄鋼企業の2倍 以上で

ある。また，応用研究に対する配分は，製薬企業

と化学企業では大きく変わらず鉄鋼企業でやや少

ない。開発研究に対する配分は，鉄鋼企業で多 く，

次が化学企業であり製薬企業で最 も少ない。

 表をみる限 りでは，製薬企業では研究，その中

で も基礎 よりの研究に多 く研究費を配分 してい

る。

 化学企業や鉄鋼企業に比べると，製薬企業の方

がより優秀な人材を研究部門に配置 しようとして

いる。 また，研究費の配分割合において も，製薬

企業の方が基礎 よりの研究に多 く配分 しようとし

ている。 これらのことから，仮説2の 「製薬企業

の方が，化学企業 に比べて研究部門の重要性が高

い」 は肯定 されたと考えられる。

 ③仮説3の 検証

 仮説3を 検証するたあに，今田&平 田(1995)

および梅澤(1996)を 参考に して職務統合移動表

により検討す る。本調査では，24歳 未満から25

～29歳 ，30～34歳 と以後5歳 刻みで55歳 以上

まで8つ の年齢層に分けて，それぞれの年齢層で

最 も長 く従事 した部門について質問 している。年

齢階層によって所属 した部門に違 いがある場合

は，1回 移動があった ものとみな してカウ ント

し，業種 ごとにそれぞれの移動回数をサンプル数

で除 した結果が表9で ある。ただし，今回の調査

では部門内移動は聞いていないたあ，対角線上は

製薬企業

表9 会社別職務統合移動表

移
動
元

研究

開発
生産

営業
その他

移 動 先

研究  開発  生産 営業 その他

一    4 .8%  0.1

2.9%    一一    〇.0%

0.1%  1.8%   一

〇.1%  0.0%  0.0%

2.4%   1.1%  0.0%

0.4%   3.2

0.0%  1.1%

0.0%   1.5%

一  〇
.1

0.0%  一一

化学企業

移
動
元

研究

開発
生産

営業
その他

移 動 先

研究

11.3%

2.1

0.0%

1.0%

開発  生 産 営 業

17.5%  0.0%  0.0%

   0.0% 0.0%

5.2%   一一一  〇.0%

0.0% 0.0%

3.1% 0.0% 0.0%

その他

3.1

6.2

0.0%

0.0%

鉄鋼企業

移
動
元

研究
開発

生産
営業
その他

研究  開発

移 動 先

蛙
繖

一
臘

営業 その他

一  13 .0%

8.7%  一

2.2%  2.2%

0.0%  0.0%

15.2%   0.0%

0.0%  2.2

0.0%   6.5%

0.0%  2.2

0  0 .00

0.0%  一

空欄になっている。

 年齢層ごとに質問 しているたあ，研究者の職務

移動を完全に把握す ることはできていない。ま

た，研究もしくは開発部門にかつて所属 したもの

の，現在はその他の部門に所属 している研究者は

ほとんどサンプルに含まれていないたあ，その点

を考慮す る必要がある。 しか しそれにも関わ ら

ず，研究者の移動のパターンのおおよその傾向，

特に川下から川上への逆流が起 こっているかどう

かについてはある程度把握できる。

 表からわかるとおり， どの業種においても川上

から川下への移動はある程度みられる。 しかし川

下から川上への移動については，業種によって違

いがみられる。化学企業 と鉄鋼企業では開発から

研究へ移動 した研究者がそれぞれ11.3%，8.7%

とある程度 み られ るが，製薬企業 においては

2.9%と 非常 に少ないのである。化学企業 と鉄鋼
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企業における研究者の移動 のパターンが，Kus-

unoki&Numagami(1996)お よび今田&平 田

(1995)と 整合性があることを考えると，表9の 結

果は，それぞれの業種における研究者の移動のパ

ター ンを的確 に捉えていると考え られ る。従 っ

て，製薬企業において研究者の移動パ ターンは川

上か ら川下への一方向であるのに対 して，化学企

業や鉄鋼企業で は，川上 と川下双方向の移動パ

ターンがある。このことか ら仮説3の 「製薬企業

においては，研究者の移動パ ターンは川上から川

下への一方向であるが，化学企業においては，川

上と川下双方向の移動パ ターンがみられる」は肯

定されたと考えられる。

 ④技術進歩の速さ

 図2に よると，技術進歩の速 さもローテーショ

ンの方向に影響を与える。技術進歩の速度が速け

れば，自分の研究分野を離れて他部門へ移動する

ということが研究者 としての専門性の深化にマイ

ナスに働 く度合いが強いため，川下から川上への

移動を少なくする方向に影響を与えると考えられ

る。技術進歩の速度を直接測 ることはできない

が，専門誌の引用分析を行 うことでその傾向を把

握することはできる。引用分析は，図書館 ・情報

学の分野において用いられる手法であり，科学に

おける情報の流れや知識の発展のメカニズムを把

握することができる(上 田&倉 田，1992)。

 表10は ，化学 と薬学のそれぞれの領域 におい

て最 も重要な専門誌20誌 の1995年 における被

引用半減期を把握 したものである。被引用半減期

とは，当該専門誌に掲載された論文がどのくらい

の年数の間影響力を保 っているかを示す指標であ

り，被引用半減期が短いほど当該雑誌掲載論文が

影響力を保 っている年数が短いことを示 してい

る。具体的には，その雑誌にそれまで掲載 された

論文の，その分野の専門誌に当年引用 された総回

数が，掲載年を何年間遡 ると半数になるかを計算

することによって算出する。専門誌の被引用半減

期が短い領域 は，被引用半減期が長い領域 に比べ

て一般に技術進歩の速度が速 いといわれている。

社会科学領域と比べて自然科学領域の被引用半減

表10 専門誌被引用半減期の比較(1995年)

雑誌名

化学領域

CHEM BER

HELV CHIM ACTA

ISRAEL J CHEM

JAMCHEM SOC

JPHYS CHEM REF DATA

TOP CURR CHEM

ACCOUNTS CHEM RES

CHEM-BIOL INTERACT

JCHEM SOC CHEM COMM

MAR CHEM

CHEM SOC REV

ANGEW CHEM INT EDIT

CHEM REV

NEW J CHEM

JCOMPUT CHEM

CHEM SENSES

JCHEM INF COMP SCI

PHARMACEUT RES

CHEM RES TOXICOL

BIOCONJUGATE CHEM

平均

イ ン パ ク ト ・ 被引用
フ ァ ク タ ー 半減期

.『}

1.983 10.0

2.058 10.0

1.593 10.0

5.039 9.7

5.824 9.1

4.000 8.5

9ユ26 8.2

1.549 8.0

2.575 7.0

1.691 6.7

4.913 6.3

6.32? 6.2

14.240 6.2

1.584 5.7

3.769 5.5

1.881 5ユ

1.803 3.7

1.838 3.7

3.395 3.2

2.420 2.9
一..一一一..一.一一

7.

雑誌名

薬学領域

REV PHYSIOL BIOCH P

CLIN PHARMACOL THER

DRUG METAB REV

PSYCHOPHARMACOLOGY

N-SARCH PHARMACOL

JPHARMACOL EXP THER

PHARMACOL REV

ANNU REV PHARMACOL

CLIN PHARMACOKINET

EUR l PHARMACOL

lCLIN PSYCHOPHARM

ANTIMICROB AGENTS CH

BRIT l PHARMACOL

DRUG

MOL PHARMACOL

CRIT REV THER DRUG

PHARMACOL THERAPEUT

TRENDS PHARMACOL SCI

NEUROPSYCHOPHARMACOL

PHARMACOGENETICS

平均

イ ンパ ク ト ・ 被引用
フ ァ ク タ ー 半減期

9.667 8.2

3.818 8.1

3.308 7.0

2.549 7.0

2.813 6.9

3.323 6.3

22.524 6.0

11.959 5.8

2.634 5.8

2.677 5.5

3.496 5.2

3.180 5.1

4.695 4.9

4.327 4.9

5.92? 4.9

3.688 4.8

3.800 4.7

17.013 4.0

2.780 3.9

4.367 2.2

5.56

資 料 ：ISI社 のJournal Citation Reports(1995年 版)に よ る
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期が短いことはよく知 られている。なお，各専門

誌の重要度合 いは，1995年 にお けるイ ンパク

ト・ファクターによって測定 した。インパク ト・

ファクターとは，その専門誌の前年と前々年に掲

載 された論文にっいて，当年にそれ らが引用され

た回数を，同 じ2年 間に掲載されたその雑誌の論

文数で割 った値のことであり，専門誌の影響力を

示す指標 として用いられるものである。

 表からわかるとおり，化学領域の専門誌に比べ

て薬学領域の専門誌の方が被引用半減期が短い。

つまり薬学領域の専門誌が影響力を持つ期間は，

化学領域に比べて短いということである。このこ

とか ら，薬学領域 における技術進歩 の速度の方

が，化学領域 における技術進歩の速度より速いこ

とが推察 される。少な くとも，化学領域の研究者

に比べて薬学領域の研究者 は，より新 しい論文を

追いかけていかなければならないということはい

える。

 また製薬企業の研究者は，化学企業や鉄鋼企業

の研究者と比べて，研究成果向上のために専門能

力重視の気風が重要であると感 じている。表11，

12は それぞれ，研究成果向上のたあに専門能力

重視の気風がどの程度重要かについて1点(全 く

重要でない)か ら5点(非 常に重要である)ま で

の5点 尺度で回答 してもらった結果 と，業種ごと

にt値 検定を行 った結果である。表11，12に つい

ても表3，4と 同様 にサンプルを現在研究部門に

所属 している研究者に限って分析を行 った。

 製薬企業の研究者は化学企業の研究者に比べ，

表11専 門能力重視の気風の重要性

    疊

蠶1劃一

重 要 度

3.89

3.60

3.51 慊 計鬱「
  表12 表9の 結果 につ いてのt値 検定

一臨翻塾園
*p<0 .05 **p<0.01

より新 しい論文を追いかけていかなければ最新技

術にキャッチアップできない。また製薬企業の研

究者は，専門能力重視の気風が研究成果向上のた

めに重要であると感 じている。これ らのことは，

化学企業の研究者に比べ製薬企業の研究者にとっ

て専門性の深化が重要であり，他部門を経験する

ことによるマイナスが大きいことを示 していると

いえよう。

6.結 論

 部 門 間 統 合 を重 視 して い る企 業 に お い て は， 部

門 間 の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンや知 識 共 有 を促 進 す る

た め に， 研 究 者 の部 門 間 ロ ー テ ー シ ョ ンを川 上 と

川 下 の 双 方 向 に行 お う とす る。 これ に対 して 専 門

領 域 の技 術 進 歩 が速 い企 業 や 研 究 部 門 を 重 視 して

い る企 業 は， 研 究 者 の専 門性 の深 化 を 重 視 す るた

あ， 川 上 か ら川 下 へ の一 方 向 の ロー テ ー シ ョンを

行 お う とす る。 実 際 に本 稿 の分 析 か ら， 部 門 間統

合 を重 視 して い る化 学 企 業 に お い て は， 研 究 者 の

部 門 間 ロー テ ー シ ョ ンが双 方 向 に行 わ れ て い るの

に対 して， 技 術 進 歩 が 速 く， 研 究 部 門 を重 視 して

い る製 薬 企 業 に お いて は， 一 方 向 の ロー テ ー シ ョ

ンが 行 わ れ て い る こ とが 確 か め られ て い る。

 本 稿 で は， 研 究 者 の ロ ー テ ー シ ョ ンのパ ター ン

に影 響 を 与 え る要 因 と して 部 門 間 統 合 と研 究 者 の

専 門 性 深 化 の 重 要 性 に 的 を 絞 って 検 討 を 行 っ た。

しか し西 山(1978)や 白井(1992)が 指 摘 して い る

とお り， 日本 企 業 に お い て ロー テ ー シ ョ ンは従 業

員 の ス キ ル ・ア ップ に大 き く貢 献 して きた と考 え

られ る。 これ ま で の ホ ワイ トカ ラー の ス キ ル に 関

す る研 究 の多 くは， マ ネ ー ジ ャー に関 す る もの で

あ り(Campion et al.，1994；Ford&Noe，1987；

Katz，1955；Pavett&Lau，1983；Thamhain，

1983，1990，1992)， 研 究 者 の ス キ ル に着 目 した研

究 はあ ま りみ られ な い。 今 後 は研 究 者 の ロ ー テ ー

シ ョンの パ ター ンを検 討 す る際 に も， 研 究 者 に必

要 な スキ ル に着 目 した キ ャ リア開発 か らの 視点 が

必 要 で あ ろ う。
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